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社会・技術システム論に関する一考察

神　田 良

　1．序

　企業における生産活動の合理化は分業の高度化と機械化の推進という方向を

とって行われ，その結果労働者の行う作業を細分化し，労働者に単調な反復作

業を行わせることになる。こうして労働の機械化，非人菊瓦が進められること

になる。このような労働の非人間化はそれ自体人道的な見地から問題にされて

きたが，近年特にそれが生産活動の合理性をも阻害するという事態が注目され

るようになり，それは企業活動の合理化の見地からも問題とされるようになっ

てきているCl）。このように労働の機械化，非人間化の克服は人道的にも，企業

的にも重要な問題となっているのである、

　こうした問題との関連において，最近の労働生活の質改善の運動が注目され

る。そこにおいては職務再設計や自律的作業集団の形成という方法による労働

の人間化が図られているのであるが，その理論的拠り所として，イギリスのタ

ヴィストック人間関係研究所（Tavistock　Institロte　of　Human　Relations）

の研究員によって形成された社会・技術システム論が重要な役割を果している。

この理論は，トリストとバムフォース（2）（Trist，　E．　L．＆K．　W．　Bamforth）

が採炭作業の機械化に伴う問題を研究する過程で構想し始め，さらにトリスト

ら（3）（Trist，　E．　L．1　et　al．），ライス（4）（Rice，　A．　K．），　トリストとエメリー（5）

（Tris，　E．　L．＆F．　Emery）などの研究によって精緻化されてきたものである。

このようにして形成されてきた社会・技術システム論はその後，一方ではノル

ウェー⑥およびスウェーデンの産業民主化プロジェクトに影響を与え，他方で

はアメリカにおける職務設計研究に影響を及ぼし，やがて労働生活の質改善の

運動において重要な役割を果すことになるのである。
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　われわれは基本的には労働の人間化の問題に関心を持つのであるが，上述の

ような事情から，こうした関心にとっても社会・技術システム論は重要な意味

をもつものと考えられる。そこで以下われわれは，労働の人間化との関連にお

いて社会・技術システム論の特質を端的に示していると思われるトリストらの

研究を取り上げ，この理論の特質と問題点を明らかにすることを試みることと

したい。

　2．研究の準拠枠

　トリストらの実証研究は1955年から58年にわたって行われたものであるが，

その報告を行うに先立ち，彼らはその研究の準拠枠として用いた社会・技術シ

ステム論の考え方と概念を示している。彼らはトりストとバムフォースおよび

ライスの研究に基づいて，生産システムを社会・技術システムと考える。すな

わち，生産システムは設備と工程のレイアウト（equipment＆process　lay－

out）から成る技術システムをその構成要素の一つとする。この技術システム

は労働者によってなされるべき仕事すなわちタスクを規定する。そして，労働

者はこの技術システムを利用してそのタスクを遂行することになる。その場合

タスクは労働者に分担されるのであるが，このタスクの分担関係を規定し，タ

スクを遂行する人々の作業上の役割を示すものが作業組織である。人々はこの

ように作業上の役割を規定している作業組織の規制を受けながら，仕事に対す

る自らの態度および他の人との関係を形成してゆく。そこに社会的および心理

的特性が形成される。一定の技術システムの下で，作業組織とそれに規定され

て生ずるこのような社会的および心理的特性が併せて社会システムと呼ばれ，

生産システムはこの社会システムと技術システムの両者から成るとされるので

ある（T）。

　以上の説明において，われわれは社会システムの内容として，作業組織とそ

こに人間が投入される結果生成する社会的・心理的特性とを区別した。しか

し，彼らにあっては作業組織はそのまま社会システムと考えられており，その

ような区別はなされていない。われわれは社会システムの二要素を区別するこ

とが重要だと考えるが故に，このようにして区別して説明したのである。つま
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り，個々の職務内容と職務間の関係を規定する仕事の枠組としての作業組織

は，その枠組の中に投入される労働者が個人的に示す態度とそれらの人々の社

会的関係に影響を及ぼす要因なのであり，そうした異なる二つの要素から成っ

ていると考えられるのである。

　このような社会・技術システム論を基礎におきながら，トリストらは炭坑に

おける様々な採炭方法を研究した。それらの採炭方法はすでにイギリスの炭鉱

において実際に行われていたものであり，その結果に関してはすでにある程度

の調査が行われていた。彼らはそれを考慮しながら組織的な比較研究を行った

のである。そこで，まず研究の対象となった採炭方法に関してみておかなけれ

ばならない。

　3．　各種の採炭方法

　採炭方法はその機械化のレベル，作業組織などに関して様々なものがある

が，共通した性質としてすべての採炭方法は次の生産サイクルを持っている。

すなわち，切羽作業は（i）準備一切羽を働き易いようにする，（ii）採炭一切

羽から石炭を掘り出す，（iii）前進一天盤を支持し，コンベヤーを進め坑道を開

ける，の三つの段階から成る生産サ・イクルを形成している（8）。この生産サイク

ルを分業的に遂行する労働者がサイクル集団をなす。サイクル集団の遂行すべ

き作業は技術システムによって異なり，その作業がどのように分担されるかは

作業組織によって規定される。そこでトりストらは技術システムと作業組織を

示すことによって，異なる採炭方法を明らかにする。

　採炭方法は外壁法と長壁コンベヤー法に二分され，後者がさらにピック採炭

法とカッター採炭法に二分される。短壁法は最も単純な伝統的採炭方法であっ

て，これには柱房法，残柱法などが含まれるが，それらの間には作業の特性に

関して大きな相違はない。作業は5m（9＞から10mほどの短い切羽で行われる。そ

れぞれの切羽は分離されていて，各切羽における採炭はつるはしを使って行わ

れ，掘り出された石炭はトロッコで運び出される。切羽作業は3シフトで行わ

れ，各シフトでは採炭夫がつるはしで石炭を掘り出し，トロッコに積んだ後に

天盤を支える支柱を前進させる。トロッコに積まれた石炭はトロッコ押し夫に
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よって運び出される。一つの切羽の各シフトを受け持つ採炭夫とトロッコ押し

夫が短壁法におけるサイクル集団を形成する。このサイクル集団は，採炭夫が

自分達の能力を考慮して相互に選び合った者から成っていた。採炭夫はすべて

の切羽作業を行える熟練を持ち，実際にすべての作業を行っていた。この採炭

夫の集団が単位となって管理者と交渉を行い，特定の切羽での採炭を請負っ

た。賃金は切羽毎の採炭集団を単位とする集団出来高給で，集団の中では構成

員全員に等しく分配された。ところで，坑内は暗いため管理者による直接的監

督は不可能であり，また炭層の地質条件の変化が頻繁にあり，採炭夫は管理者

の指示を受けずにこれにすぼやく対処せぬぽならない。このため，採炭夫の集

団は自ら作業を統制する権限を持っていた。このように，この集団はメンバー

の選択および作業の統制に関する責任を負っており，責任のある自律性（res－

ponsible　autonomy）を持っていた。こうしたことから管理者は賃金制度を

通して間接的に集団を管理していたのである（lo）。

　長壁コンベヤー法は切羽コンベヤーの導入により出現した採炭方法であり，

そこでは長さ70mから：110mほどの長い切羽に対して作業が行われる。この長

壁コンベヤー法にはピック採炭法とカッター採炭法という二つの異なる方法が

あり，その両者においては分業のあり方に重要な相違がみられる。はじめに出

現したのはピック採炭法であり，そこにおいては石炭はエアピックによって採

堀され，切羽コンベヤーによって運び出される。一定の距離の採掘が行われる

と，弱点を支える支柱が進められ，中央坑道および側面坑道が開けられる。ピ

ック採炭においても作業は3シフトで行われるが，ここではシフト間に分業が

展開される。第1シフトと第2シフトでは採炭夫が自分の受け持ち区の石炭を

エアピックで掘り出し，切羽コンベヤーにのせる。第3シフトでは前進夫が切

羽コンベヤーと天盤を支える支柱を前進させ，坑道開け夫が中央坑道と側面坑

道を開ける。そして次の第1シフトから，また同じ作業が反復される。この3

つのシフトの構成員，すなわち採炭夫，前進夫および坑道開け夫がピック採炭

法のサイクル集団を形成している。

　カッター採炭法はコールカッターと発破の導入により出現した採炭方法であ

る。この方法においては，コールカッターで石炭層の下部を一定の奥行だけ透
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し掘りし，その後に発破によって炭層を崩し落し，崩し落された石炭を切羽コ

ンベヤーで運び出すという手順で採炭が行われる。この方法でも作業は3シフ

トで行われ，シフト間の分業は一層高度化される。第1シフトでは透し掘り夫

がコールカッターで透し掘りをなし，残雪整理夫が透し掘り部分の石炭を取り

除き，その後に発破夫（管理者がこの役割を果した）が発破孔に発破をつめ爆

発させる。第2シフトでは集炭夫が崩し落された石炭をシャベルで切羽コンベ

ヤーにのせ，これと並行して発破孔開け夫がドリルで発破孔を開け，採炭夫が

中央坑道の部分の切羽の石炭を採掘する。第3シフトでは前進夫が切羽コンベ

ヤーと天盤を支える支柱を前進させ，坑道開け夫が中央坑道と側面坑道を開け

る。このような分業関係にある労働者，すなわち透し掘り夫，残炭整理夫，集

炭夫，発破孔開け夫，採炭夫，前進夫および坑道開け夫が切羽毎にそれぞれ一

つのサ・イクル集団を形成している。ここで長壁コンベヤー法のレイアウトを示

すと図1のようになる。これはカッター採炭法およびピック採炭法に共通して

いるものである（11）。
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編成される作業組織を明らかにしている。彼らは技術システム，すなわち機械

設備，道具およびレイアウトー短壁法においてはつるはし，シャベルなどの道
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具と短い切羽でのこれらの使われ方，ピック採炭法ではエアピック，シャベル

などの道具，切羽コンベヤーという機械設備および長い切羽でのこれらの使わ

れ方，カッター採炭法ではコールカッター，シャベル，発破，切羽コンベヤー

などの道具，機械設備および長い切羽でのこれらの使われ方一がその技術シス

テムの下で遂行されるべき作業ないしタスクを規定すると考える。だが，こう

した作業が一般的な能力の持ち主としての労働者にどのように割当てられ，そ

れによってどのように職務間の関係が規定されるかは別の問題であろう。そこ

に作業組織の問題があり，こうした意味においては技術システムは作業組織を

一義的に規定するわけではないのである。

　実際，同じ長壁コンベヤー法においても二つの異なる作業組織がすでに行わ

れていたのである。それらは在来法（conventional）と混成法（composite）

と呼ばれるものであり，前者は広く普及した形態であるが後者はわずかしかみ

られらないものであった。在来法では，坑夫は特定の種類の作業だけしか行わ

ず，しかも自分に割当てられた受け持ち区域でしかその作業を行わない。各坑

夫は細分化された作業の内の一種類を行える熟練しか身につけていない。この

ため，各シフトの作業がシフト時間より早く終えても坑夫は次のシフトの作業

をすることはなく，作業に遅れが生じたときには補助員を加えることによりシ

フト時間内に作業を終らせることになる。この作業間およびシフト間の調整を

行うことが監督の役割をなすのであるが，すでに述べたように，坑内では監督

者による直接的監督は不可能である。そのため，これに代って賃金制度による

間接的な統制が行われている。すなわち賃金刺激による各作業の確保が試みら

れるのである。賃金は特定の種類の作業を行う集団を単位として，それぞれ異

なる基準で支払われる。透し掘り夫は透し掘りした切羽の長さ，残炭整理夫は

残炭を整理した長さ，集炭夫は集虚した石炭の量，採炭夫は採炭した石炭の

量，発破孔開け夫は開けた発破孔の数，前進夫は支柱とコンベヤーの前進の程

度，坑道開け夫は開けた坑道の体積によって賃金が支払われる。在来法では職

務細分化に基づいて細分化された単一の職務のみを担当する単一タスク集団が

形成され，これらの集団の間では職務上相互の接触はないC12）。

　混成法においては，坑夫には予め特定の種類の作業を割当てられることはな
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く，サイクル集団のメンバーは自分達で作業の割当ての責任を負い，一定の規

則性をもった職務交替およびシフト交替を行っていた。この交替を行いうるた

めには坑夫は複数の作業を行える熟練を持たねぽならないが，この交替それ自

身によって熟練を獲得することも可能であった。このような熟練を坑夫が持つ

ことから，各シフトの作業が早く終えたときにはそのシフト時間の終りまでメ

ンバーは次のシフトの作業を行い，遅れの生じたときにはシフト時間の終えた

時点の作業の続きがら次のシフトのメンバーが始めることになる。これが混成

法におけるタスク継続性（task　continuity）である。こうして混成法におい

てはメンバーがサイクル達成に対して等しく貢献していると考えられるため，

賃金はまずサイクル集団を単位として基本給と採炭量に基づくボーナスが支払

われ，次にこの集団のメンバーにそれが等しく分配されることになっている。

こうした制度に規定されて，混成法においては実際メンバーが自分達で作業の

割当てを決定し，タスクの継続性を維持することによって作業間の調整をなし

ており，サイクル集団は半自律的作業集団を形成している。これは責任のある

自律性を持つ短壁法のサイクル集団の性質と等しいものであり，在来法におい

て消滅してしまっていたものである（13）。

　以上のように，トリストらは長壁コンベヤー法の下でも在来法と混成法とい

う異なる作業組織をとりうることを明らかにし，同一の技術システムの下でも

とりうる作業組織には一定の選択の余地があると考えることになる。われわれ

は，これを次のように考える。技術システムはなされるべき仕事を規定するが，

その仕事をどのように労働者に割当てるか，すなわち職務をどのように設計す

るか，あるいは作業組織をどのように編成するかに関しては一定の選択の余地

を残すのである。トりストらはすでに知られていた在来法と混成法という二つ

の異なる採炭方法のこうした特性に注目し，地質条件などの等しい同一の炭坑

においてこれらの方法について体系的な比較研究を行う必要を認めた。こうし

た事情から以下に述べるような比較研究が行われることになったのである。

4。研究の概要

トリストらは在来法と混成法の比較および混成度の異なる混成法の比較の二
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つの実証研究を行った。これらの研究の対象とされた切羽は第1パネルから第

4パネルまでの4つである。パネルとは中央坑道の両側tlこ70mないし90mほど

の切羽を持つ二重単位（double　unit）の長壁を表わす言葉で，長壁法ではこの

ようなパネルにおいて作業が行われる場合と，70mないし90mの切羽を一つし

かもたない単一（single）単位の長壁において作業が行われる場合とがある。

第1パネルは在来法のパネルであって，サイクル集団は透し掘り夫6人，残炭

整理夫2人，発破言開け夫1人，坑道開け夫10人，集炭夫12人，採炭夫1人，

前進夫6人の39人から成っている。第2，第3，第4の3つのパネルはすべて

混成法のパネルで，各パネルともサイクノレ集団は41人の労働者から成ってい

る。そこでは透し掘り（三炭整理も行う）6人，三炭14人，採炭2人，前進8

人，坑道開け10人，発破孔開け1人目いう作業の分担がなされている。

　（a）在来法と混成法の比較（14》

　地質条件が類似していて，ともにカッター採炭法による採炭を行っていた第

1パネル（在来法）と第2パネル（混成法）が比較研究の対象に選ばれ，それ

そのれ作業組織に関して社会的および心理的特性，ならびに生産性が分析さ

れ，両者の間の相違が明らかにされた。

　まず，それぞれの作業組織のその構成員に対する影響，すなわち社会的およ

び心理的特性に関する分析がなされた。はじめに労働者の態度についてみる

と，第1パネルにおいては，労働者は自らの単一一一タスク集団内で他のメンバー

と連帯感を持ち友好的な関係を形成するが，他の単一タスク集団のメンバーと

は競争的な非友好的関係を形成していた。すなわち労働者は，細分化された職

務のうちの一つだけしか行わないことと賃金制度によって，サイクルの達成に

対する関心を失ってしまっていた。こうしたことから，労働者は他のシフトに

余分な負担をかけることはしないという配慮に欠けた。この結果，ここでは前

シフトの労働者のそのような配慮の欠如によって生じた余分な作業，すなわち

直接的にはサイクルの達成に貢献しない作業部分である非サイクル活動価）

（non・cycle　activity）が多くなっていた。これに対して第2パネルにおいて

は，サイクル集団のメンバーは全員がサイクル達成という共通の目標を持って

いて，メンバー間に連帯感があるため，労働者は他のシフトの労働者に余分な



社会・技術システム論に関する一考察 9

：負担をかけないように配慮していた。この結果，ここでは非サイクル活動が少

なかった。両パネルの非サイクル活動における相違を非サイクル活動の時間の

切羽作業時間に対する割合でみると，第1パネルでは32％，第2パネルではO．　5

％となっており，大きな相違のあることが見出された。

　さて，切羽作業に限らずあらゆる作業は労働者に対して一定のストレスを与

えるものと考えられる。このストレスは，切羽においては地質条件の予測不可

能な変化により作業遂行が順調になされえなくなるときに，特に大きくなると

考えられる。切羽の地質条件の変化はたいていすべての切羽作業を一様に困難

にするのではなく，いくつかの作業の遂行を困難にするため，特定の作業を行

う労働者が大きなストレスを感ずることになる。第1パネルにおいてはこのよ

うな作業遂行が困難になったときには，労働者は他の人の援助なしに自分一人

でこれに対処せねぽならない。この結果，ここでは労働者は作業遂行が困難と

なった場合，唯一の対抗手段として欠勤という方法をとることになる。これに

対して第2パネルにおいては，このような場合には，より熟練した労働者がそ

の困難な作業につくとか，その作業に多くの人員が当るという方法でその困難

さに対処することができた。この結果，ここでは労働者は作業遂行の困難さの

増大によるストレスから逃避する必要性を感じないこととなり，欠勤は少な

い。シフト時間に対する欠勤時間の比率で表わされる欠勤率についてみると，

第1パネルでは無断欠勤4．3％，偶発的事故（accident）による欠勤4．3％，病

気その他による欠勤8．9％で合計20．0％であったのに対して，第2パネルでの

欠勤率は，それぞれ0．4％，3．2％，4．6％で合計8．2％であった。無断欠勤につ

いては，第1パネルは第2パネルに比べ実に10倍以上であった。

　作業組織の生産性に対する影響については，まず各シフトの作業について，

予定と実際との比較が行われた。具体的には，二三が行われる第2シフトの終

了時点で集炭作業がどの程度進行しているかが分析された。集炭作業の進行状

況は三種に分けられ，集炭作業がシフト時間内でちょうど完了したときを「正

常」，シフト時間内で完了しなかったときを「遅れ」，右記が早く完了しそのシ

フト時間内に次のシフトの作業が行われていたときを「進み」と呼ばれる。分

析がなされた期間中の全集炭シフト数を1とし，その中で集炭の遂行の状態の
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それぞれの割合をみると，第1パネルでは，進みO％，正常31％，遅れ69％

で，第2パネルではそれぞれが，22％，73％，5％であった。この分析結果よ

り，第1パネルでは切羽作業が遅れる傾向のあったことが，第2パネルでは切

羽作業がほぼ計画通りに進められていることが明らかにされた。これは，第2

パネルにおいては地質条件の悪化により作業に遅れが生ずると，サイクル進行

にとって重要であるような作業に労働力を集中させるなどして，労働者がこれ

に対処していたためである。

　次に生産性のレベルについての分析がなされた。切羽はそれぞれが異なる条

件を持っているため，炭層の幅，石などの不純物を含む程度などの条件を評価

することによって，それぞれの切羽の採炭可能水準が見積られ，それが1人1

シフト当りの生産高で表現される。それは第1パネルで4．5トン，第2パネル

で5．6トンであった。これに対して実際の生産高は第1バネ・レで3．5トン，第2

パネルで5．3トンであった。これにより，それぞれのパネルの生産性のレベル

が78％，95％と評価され，第2パネルが第1パネルよりも生産性のレベルが高

いことが明らかになった。

　トリストらは以上の分析から，混成法が在来法に比べ優れた作業組織である

とするのである。

　（b）混成度の異なる混成法の比較（16）

　混成法においては，作業の割当ては集団に任されている。そのため，それぞ

れの集団はそれ独自の作業の割当ての体系を持つことになり，集団によって異

る可能性がある。そこで，この作業の割当ての体系を異にする二つのカッター

採炭法のパネル，すなわち第3パネルと第4パネルの比較研究が行われた。第

3パネルでは，サイクル集団が中央坑道を狭んで左右の切羽に分かれている。

すなわち，サイクル集団のメンバーは右の切羽だけで作業する者と左の切羽だ

けで作業する者とに二分されているのである。それぞれの切羽では，集炭作業

の担当者が同じ受け持ち区域の前進作業担当者と作業の交替を行うという，受

け持ち区域内での職務交替がなされていた。これに対して第4パネルでは，サ

イクル集団は左右の切羽に分離されることはなかった。すなわち，メンバーは

右の切羽でも左の切羽でも作業を行っていた。さらに，組織的な職務交替がな
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されていた。41人のメンバーは，発破孔開けを専門に担当する1人を除いて，

20人ずつの二つの集団に分かれ，第1集団から2人第2集団から4人が選出さ

れて透し掘り作業につき，第1集団の18人は前進作業と坑道開け作業を，第2

集団の16人は飾炭作業と採炭作業を担当した。そして，二週間毎に二つの集団

の間で，透し掘り作業担当者の数痴よび担当する作業の種類の交替が行おれ

る。このようにして組織的な交替がなされていた。さらに，労働者は作業の遂

行に当って特定の受け持ち区域に固定されることもなかった。このようなこと

から，第3パネルでは第4パネルに比べ，労働者が認定の作業に専門化される

傾向と作業の場所が固定される傾向があった。この意味において，第3パネル

は在来法的性質を比較的強く持ち，第4パネルは比較的強く混成法的性質を持

つとされた。こうした相違をもつ二つの作業組織について，それが及ぼす影響

の比較研究が行われたのである。

　まず，二つのパネルの生産性を比較するために「完成度」と「質」という二

つの指標が工夫された。「完成度」は，炭層の幅と長さから予想される一サイ

クル当りの採炭量に対する実際の揉炭量の百分率で表わされる。「質」は，採

掘された石炭と石の量に対する採掘された石炭の量の百分率で表わされる。こ

れらの指標についての測定が4期（1期は5ケ月）にわたって行われた（図

2）。これにより，第3パネルに比べ第4パネルは「完成度」および「質」に

　　　図　2

　s6一　7L一一一一一一一A一　s“　　I　　II　1　皿　　　IV期　I　　II　　m　　IV期　I　　II　　m　　IV期

　　　　　第3パネル　　　　一一一一第4パネル

おいて優れていることが明らかにされた。

　また，「質」の指標から双方の切羽とも炭層に多くの石が混入していたこと，

ならびに石の混入度は第W期に入って非常に高くなったことが理解される。こ

のように炭層に含まれる石の量が多くなることは作業負担を増大させ，したが
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って作業者によりストレスを感じさせることになった。このようなストレスの

増大はそれを感ずる労働者の欠勤を増大させると考えられる。そこで欠勤率に

ついての測定もなされた（図2）。第3パネルでは，明らかに欠勤が増大して

いる。これに対して，第4パネルではそれほどの増大はなかった。このような

相違が生じたのは次のことによっていた。すなわち，切羽条件の悪化は切羽作

業のすべてに同様に作業負担を増大させるのではなく，特定の作業の負担を増

大させる。第3パネルでは労働者が特定の作業に専門化される傾向があるた

め，特定の労働者だけの作業負担が増大することになり，その労働者はこうし

た作業負担の増大から生じたストレスを欠勤という手段によって解消しようと

したのである。これに対して第4パネルでは，労働者は組織的な職務交替を行

ったり，負担の増大した作業に多くの労働者を投入したりして，特定の労働者

だけに作業負担の増大がかかることがなかった。このため労働者は欠勤という

対抗手段をとる必要がなかったのである。

　以上の分析から，トリストらは混成的な性質をより強く持つ作業組織のほう

が在来的な性質の強いものよりも優れているとするのである。そしてこれらの

二つの比較研究から，在来法よりも混成法のほうが優れた組織であると結論す

るのである。

　5．　社会・技術システム論の特質と問題点

　以上のようなトリストらの研究において明らかにされた社会・技術システム

論の概念的枠組は，これを次のように要約することができるであろう。生産シ

ステムは設備とレイアウトという技術システムと，作業組織と社会的および心

理的特性の二者から成る社会システムという二つの下位システムから成る社会

・技術システムと考えられる。技術システムはさなれるべき仕事を決定し，そ

れを通じて作業組織の編成に影響を及ぼす。しかし作業組織は技術システムに

よって一義的に決定されるのではなく，そこには一定の選択の余地がある（組

織の選択（organizational　choice））。そして，一定の技術システムの枠内で

とられうる異なる作業組織は，技術システムと共にそれに規定されて働く構成

員とその行動に異なる作用を及ぼす。そこで一定の技術システムの枠内で作業



社会・技術システム論に関する一考察 13

組織を選択する際には，作業組織が技術システムと相まって構成員に及ぼした

作用結果として生ずる社会的および心理的特性を考慮せねぽならない。という

のは，このような社会的および心理的特性が生産システムの効率を低下させる

可能性を持つからである。このように，一定の技術システムは遂行されるべき

仕事を規定するが，その仕事をどのように分担して遂行すべきかについては，

したがって作業組織については選択の余地を残していることが明確にされ，同

時に，効率的な生産システムの形成には作業組織の影響を強く受ける社会的お

よび心理的特性の考慮が必要であることが強調される。これまでのような技術

システムへの考慮によって一方的に規定されるかのような生産システムの形成

は，その生産システムの効率化には真に貢献するものではなく，技術システム

と社会システムの両者を共に考慮して生産システムを形成することによっては

じめて，その効率化を望みうるのだと主張されるのである（ジョイント・オプ

ティマイゼーション）。

　ところで，トリストらの研究で良い結果を示した混成法においては，サイク

ル集団に課せられたタスクがその集団の自律的な作業分担関係の決定に基づい

て遂行されていた。そこでは，集団の構成員が一定の枠の中で自分達の作業の

遂行方法を決定していた。このように一定の与えられた枠内で，集団の構成員

が自分達の行う作業を統制する権限と責任を持っているとき，その集団は半自

律的な作業集団と呼ばれる。トリストらはこうした研究から，そのような半自

律的作業集団が優れた作業組織だとするのである。

　だが，以上のような比較研究からみる限り，半自律的作業集団の形成が生産

性の向上をもたらしたという点に関しては，なお次のような問題がある。すな

わち，在来法と混成法の間では作業組織のみでなく賃金制度も異なっており，

この賃金制度の相違が構成員に大きな影響を及ぼしていた。在来法においては

単一タスク集団毎の異なる基準による出来高給制が労働者の間の利害の不一致

を生み出し，生産活動を阻害させていたのに対して，混成法ではサイクル集団

を単位とする集団出来高給制が労働者の連帯感を増大させ，生産活動の調整に

貢献していた。したがって，厳密には賃金制度も独立の影響要因として考慮さ

れる必要があったのである。
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　ところで，ケリー（17）（Kelly，　J．　E．）は半自律的作業集団の形成が実質的には

労働強化を招いていることを指摘している。すなわち，混成法においては労働

者はタスクの継続性ということで次のシフトの作業を行うなど，在来法に比べ

より多くの労働を行っているとするのである。確かに彼のこの指摘は正しいと

考えられる。しかし，われわれはこの点に関しては労働者の作業満足の見地か

ら次のように考える。労働者は自分の作業に満足を感じているときには，その

作業がたとえ負担の大きなものであっても苦痛とは感じない。混成法での欠勤

が在来法のそれよりも少なかったのは，労働者が自分の作業により大きな満足

を感じていたことを示すとも考えられるのである。そして，それはまた，その

ような作業が賃金所得の上昇とつながることとも無関係ではないと思われる。

そこで，労働者が従来より多種類の仕事をより多く遂行するようになる場合に

も，それが報酬の上に反映され，しかもそのような作業に喜びが得られる場合

には，そのような作業分担を労働強化だとして拒ける立場をとらない。むし

ろ，そこに労働の人間化と生産性向上が共に実現される一つの可能性をみるの

である。

　トリストらの研究では，半自律的作業集団は炭坑という特殊な条件の下で考

えられた。そこでは作業対象である炭層の条件が頻繁に変化し，労働者はこれ

にすぼやく対処せねぽならないが，直接的な監督が不可能であるため作業集団

が作業の統制の責任を負わねぽならないのである。われわれは，彼らの研究が

このような特定の作業環境と作業対象の下で，半自律的作業集団の相対的に高

い生産性を明らかにしたことを忘れてはならない。そうした条件と半自律的作

業集団の高い生産性とは無関係でないと思われるからである。そしてそれは一

方で作業環境が作業組織の合理性に影響を及ぼすという意味において，生産シ

ステムの開放的な性質を示すとともに，他方では作業対象も作業組織の合理性

に影響を及ぼすことを示していると考えられる。このことから，特定の作業環

境と作業対象の下でのみ半自律的作業集団の形成は合理的であるという可能性

が存在すると考えられるのである。
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　6．結

　近代的な工場生産が確立されて以来，生産活動の合理化は生産活動の機械化

と分業の高度化・職務の細分化の方向で進められてきた。この結果，労働者は

極端にまで細分化された単調な反復的作業を行うことになった。そしてそうし

た作業は多くの場合，機械を中心とした生産活動の合理性の見地から，労働者

に他律的に規定されたのである。こうした作業の特性とその規定の仕方は労働

者をして作業に対する不満を抱かせ，このことが本来意図された生産システム

の効率の向上を阻害するという事態を発現させるようになった。トリストらの

研究は，特定の技術システムあるいは機械的作業手段の下においても異なる作

業分担とその決定方式がありうること，ならびに職務の極端な細分化と作業の

他律的規定は必ずしも常に生産システムの効率の向上にとって合理的ではな

く，職務拡大と充実あるいは半自律的作業集団の形成という形における作業の

部分的な自律的規定が合理的でありうることを示した。そしてそれが，この問

題に関する社会・技術システム論の基本的考え方をなしているのである。それ

によって，社会・技術システム論はその後の労働の人間化の運動に重要な基礎

を与えることになり，この基礎の上に，すでに各国において労働の人間化の実

験的な試みも行われてきている。おれわれが労働の人間化の観点から，この理

論を高く評価する所以である。
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